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執筆者紹介

した「許認可総合管理サービス」「ビザ・在留資格サポートサービ
ス」「開業支援ワンストップサービス」を主要業務とし、お客様企業
に点在している「リスク管理」「法令遵守」「業務の大量処理」などを
徹底サポートするサービス体制を構築しています。
　近年は、周辺業務をアウトソーシングし、コアコンピタンスに集
中するというグローバルな経営文化が浸透しつつあります。
　ご興味がございましたら是非一度お気軽にご相談ください。
http://sgs.sato-group.com/

～グループ総従業員数360名！～
ＳＡＴＯ ＧＲＯＵＰ
ＳＡＴＯ行政書士法人
東京オフィス 副所長　

今城 貴愉
　SATO GROUPは、創業35年余の実績と
品質を誇る業界最高水準のアウトソーサー
です。当法人ではＢtoＢに特化したサービ
スを提供しており、大企業をターゲットと

　相続や会社の設立を例に挙げてみると、皆さんが気にされる相
続税の計算は税務のスペシャリストである税理士、実際の相続手
続きや遺産分割協議書の作成に関しては行政書士、さらに、不動
産の相続など登記に関わるものについては司法書士も登場してく
る場合があります。また、会社の設立についても、会社を設立し
た方が税務面から見てよいかどうかの判断は税理士、議事録など
の作成を行うのは行政書士や司法書士といったように、税理士の
判断の元、実際の手続きは他の士業が行うといった際に関わりを
持つことが多々あります。

4.弁護士との関係
　法律のスペシャリストである弁護士は、示談時や裁判時等で代
理人となることができますが、弁護士以外の各士業は弁護士法第
72条に規定があり、それらの代理人となることができません。
　具体的にいうと、権利義務関係書類である契約書や遺産分割協
議書、事実証明書類である財務諸表、各種許認可申請などの書類
作成は代理で行えても、その後に紛争が起きた際、交渉の代理人
になることはできないということです。
　そのため、判断が難しい部分ではありますが、紛争が起きてい
る、または紛争が起きる可能性が高いという案件については弁護
士の方へご相談やご紹介を行っております。

　以上はほんの一例ですが、弁理士、土地家屋調査士、不動産鑑
定士等々、数多くの士業の方々と協力関係を築き、各士業は力を
合わせてお客様により良いサービスを提供できるよう努めており
ます。

行政書士と他士業との関わりについて
～士業のネットワークでお客様の発展に貢献！～

　行政書士の業務の中には、官公署に提出する書類の作成と代理
というものがあります。その中心となるのが許認可申請となるの
ですが、その数はとても膨大です。また、遺産分割協議書や内容
証明、各種契約書といった権利義務に関する書類の作成も業務範
囲に含まれています。更には議事録や会計帳簿などといった事実
証明に関する書類の作成を行う事ができます。こうしてみますと、
行政書士の業務範囲はとても広く感じられますが、日々の業務を
行うにあたって、多くの士業の方々のお力をお借りしています。
それらを踏まえて以下に例を挙げていきたいと思います。

1.司法書士との関係
　お客様から、会社を設立する知人がいるという事でご紹介を受
ける事が多々あります。もちろん、喜んでお引き受けするのです
が、行政書士単体では会社の設立をお仕事として完結する事がで
きません。なぜなら、設立に必要となる議事録や定款等は業務と
して作成する事ができるのですが、法務局に設立の登記申請をす
る事が法律上、出来ません。そこで登場するのが、司法書士です。
司法書士は設立の登記申請書を作成し、我々が作成した議事録や
定款などと合せて法務局へ登記申請をします。取締役の追加や事
業目的の変更登記も同様です。つまり、行政書士にとって司法書
士は最も業務を補完し合う士業の一つと言えるかもしれません。

2.社会保険労務士との関係
　お客さまから許認可を取得したいというお話があり、その許認
可に人的要件(該当の要件を満たす方が事業所にいなければなら
ない)が設けられていた場合に、社会保険労務士とお話をするこ
とがあります。
　それは人的要件を満たす方が雇用されていたとしても勤務形態
や賃金体系により、事業所に在籍していると管轄の官公署に認め
てもらえず、許認可の取得ができないという問題を解決する為で
す。
　また、現在、運送業認可では社会保険の加入が許可取得の要件
となっており、建設業許可でもそうなりつつあるため、保険加入
に関しても連携して業務を行うことがあります。
　申請時に社会保険加入が必須となる許認可が増えていくと予想
される中で、その手続を行う行政書士と保険加入の手続きを行う
社会保険労務士の関連性はより一層高まっていくでしょう。

3.税理士との関係
　行政書士会に入会・登録すれば行政書士業務を行う事ができる
税理士ですが、税務に専門特化している税理士からは行政手続き
に関してのご相談やご依頼を頂きます。

　行政書士の業務範囲はとても広いと言われていますが、お客様の様々な法律的ニーズに対応
するには、様々な分野の士業とタッグを組む事が必要不可欠です。今回は行政書士と他の士業
との関わりについてご説明致します。
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